
  

1台の車両を補助申請する場合の記載例 

【様式１７】別紙１※実在の会社等ではありません。 
廃棄物収集運搬車の低燃費化事業実施計画書 

事業の名称 廃棄物収集運搬車の低燃費化事業 

事業実施の代表者 会社名 等 

所 属 

所 在 地 

役 職 名 

氏 名 

Ｔ Ｅ Ｌ 

Ｆ Ａ Ｘ 

E - m a i l 

廃棄物研究株式会社 

 

〒130-0026 東京都墨田区両国×－××－× 

代表取締役社長 〇〇 〇〇 

０３－××××－×××× 

０３－××××－×××× 

sannkourei@jwrf.or.jp 

事業実施の担当者 

 

本実施計画書の実

質の作成者である

こと。 

会社名 等 

所 属 

所 在 地 

役 職 名 

氏 名 

Ｔ Ｅ Ｌ 

Ｆ Ａ Ｘ 

E - m a i l 

廃棄物研究㈱ 

新潟支店 

新潟県新潟市中央区×－×－× 

新潟支店長 〇〇 〇〇 

０２５－×××－×××× 

０２５－×××－×××× 

sannshourei@jwrf.or.jp 

経理責任者 会社名 等 

所 属 

所 在 地 

役 職 名 

氏 名 

Ｔ Ｅ Ｌ 

Ｆ Ａ Ｘ 

E - m a i l 

廃棄物研究㈱ 

新潟支店 

新潟県新潟市中央区×－×－× 

新潟支店経理部長 ○○ ○○ 

０２５－×××－×××× 

０２５－×××－×××× 

sanshourei@jwrf.or.jp 

共同事業者の代表

者 

会社名 等 

所 属 

所 在 地 

役 職 名 

氏 名 

Ｔ Ｅ Ｌ 

Ｆ Ａ Ｘ 

E - m a i l 

 

共同事業者の担当

者 

会社名 等 

所 属 

所 在 地 

役 職 名 

氏 名 

Ｔ Ｅ Ｌ 

Ｆ Ａ Ｘ 

E - m a i l 

 

 

 



 

 

事業の目的・概要 先進環境対応車両を選定した理由等を記入する。 

（記入例）・廃棄物収集運搬車の買い替えに当たり、先進環境対応の車両を選定する

ことにした。 

     ・環境に配慮する企業であることをアピールするため、先進環境対応の車

両を選定することにした。 

     ・二酸化炭素排出量の削減のため、先進環境対応の車両を選定することに

した。 

補助対象車両（廃

棄物の収集運搬の

用に供する先進環

境対応型ディーゼ

ルトラック） 

 

※架装業者名以外

は、自動車検査証

に記載されている

事項を転記する。 

登録年月日 平成28年〇月〇日 

登録番号 新潟み×××× 

車台番号 FC×××-１２３４５ 

車名（メーカー）・型式 ○○・TKG-GC7××× 

架装業者 ○○株式会社 

車体の形状 塵芥車 

用途 特種 

所有者の氏名又は名称 廃棄物研究株式会社 

所有者の住所 新潟市中央区×-×-× 

使用の本拠の位置 新潟市中央区×-×-× 

区分注１ （大型） （中型） （小型） 

台数 台 １ 台 台 

抵当権の有無 補助対象車両に抵当権を設定した場合は「有」と記載し別途様式第

１９を提出する。抵当権を設定しない場合は、「無」と記載する。 

補助対象車両の使

用計画 

補助対象車両の用途 具体的に記載する。 

（記入例）新潟市内の一般家庭及び飲食業者の一般廃棄物の収 

集運搬に供するため。 

 

年度間走行距離（km） 

（別紙1－2のとおり） 

19,400（km） 

事業の効果 

【ＣＯ２削減量及

び費用対効果（Ｃ

Ｏ２を１トン削減

するために必要な

経費）】注２、３ 

【ＣＯ２削減量】 

（  ０．７０６ ｔ－ＣＯ２／年）☆別紙1-3-1の計算書による。 

【費用対効果】 

（ ６６５,５７７円／ｔ－ＣＯ２）☆別紙1-3-2の計算書による。 

【実績燃費】 

燃費（km/L）の根拠は別紙1-4に記入。 

 

＊ 燃料（軽油）のＣＯ２排出係数は２．６１９（kg-CO2/l）とする。 

※公募要領P20の注２、３に従って算出する。 

事業実施に関連す

る事項 

＊他の補助金との関係を記入する。 

（記入例）他の補助金は、受けていない。 
代替車両のある場合には、代替車両の実績（年

間走行距離÷年間使用燃料量）を記載する。 

 



【記載例】中型車両1台増車の場合

No.1

主な用途 出発地（A） 経由地 到着地（B） （A）から（B）までの距離 移動回数 １日の走行距離 年度間稼動日数 年度間走行距離

計 ー ー ー ー ー ー ー - -

計 ー ー ー ー ー ー ー - -

計 ー ー ー ー ー ー ー - -

主な用途 出発地（A） 経由地 到着地（B） （A）から（B）までの距離 移動回数 １日の走行距離 年度間稼動日数 年度間走行距離

計 ー ー ー ー ー ー ー - - 19,400km

計 ー ー ー ー ー ー - -

計 ー ー ー ー ー ー ー - -

主な用途 出発地（A） 経由地 到着地（B） （A）から（B）までの距離 移動回数 １日の走行距離 年度間稼動日数 年度間走行距離

計 ー ー ー ー ー ー ー - -

計 ー ー ー ー ー ー ー - -

計 ー ー ー ー ー ー ー - -

合計 19,400km

※「代表的なコース」と「年度間走行距離」の計を入力すると自動的に「その他の走行距離」が算出されます。

ー

ー

ー

ー

記載不要

ー

ー

ー

ー

別紙1-2

小型
３号車

代表的なコース km

小型
２号車

小型
１号車

km

中型
３号車

中型
２号車

260日中型
１号車

大型
３号車

km

km

km

その他の走行距離 ー ー ー ー ー - -

その他の走行距離 ー ー ー ー ー - -

代表的なコース

km

その他の走行距離 ー ー ー ー ー

代表的なコース

- -

その他の走行距離 ー ー ー ー ー - -

代表的なコース

km

その他の走行距離 ー ー ー ー ー - -

代表的なコース

16640km

その他の走行距離 ー ー ー ー ー - - 2,760km

代表的なコース 新潟市中央区 市内循環 新潟市中央区 32km 2 64km

km

その他の走行距離 ー ー ー ー ー

代表的なコース

- - km

km km

その他の走行距離 ー ー ー ー ー - km

＊　建設廃材や震災等による廃棄物の処理に供する収集運搬車など代表的なコースに適さない場合の走行距離は、
　　　実績値などを「計」欄に入力、「代表的なコース」の「年度間走行距離」欄は「０」を入力してください。

年度間走行距離一覧表　

大型
１号車

代表的なコース km km

その他の走行距離 ー ー ー ー ー - - km

大型
２号車

代表的なコース



【記載例】中型車両１台増車の場合 別紙1-3-１

事業の効果　【CO2削減量（t－CO２/年）】 ※着色部分に入力

①走行距離

(km)

②排出係数（a）

(kg-CO2/l)

③当該車両と同等の運搬能力を有

する車両の燃費(b)(km/l)

④先進環境対応型の燃費

(km/l)
CO２削減量(t-CO2/年)

中型 １号車 19,400 2.619 6.52 7.17 0.706

・(a)燃料（軽油）のCO2排出係数は2.619（kg-CO2/l）とする。

　　　　　　　　　　①走行距離(km/年)×②排出係数(kg-CO2/l)               　①走行距離(km/年)×②排出係数(kg-CO2/l)
③当該車両と同等の運搬能力を有する車両の燃費(km/ℓ)×1,000　　  　   　　　　　　④先進環境対応型の燃費（km/ℓ）×1,000

・③及び④については車両メーカー重量車モード燃費とする。

・①走行距離は代替車の実績年度間走行距離を入力してください。増車等の場合は想定走行距離を入力してください。



【記載例】中型車両１台増車の場合

事業の効果　【費用対効果（CO2を１トン削減するために必要な経費）（t-CO２/年）】（着色部分に入力）

補助対象経費支出

予定額（円）

年間CO2排出量削減量

（t-CO2/年）
耐用年数(年)

※
CO2削減コスト

（円/ｔ－CO2）

中型 １号車 1,879,592 0.706 4 665,577

※　耐用年数は４年とする。

CO2削減コスト（円/ｔ-CO2)=補助対象経費支出予定額（円）÷ (年間CO2排出量削減量（t-CO2/年）×耐用年数（年）)

別紙1-3-2



【記載例】中型車両１台増車の場合

実績燃費計算シート（参考）

※着色部に入力

実績走行距離

(km)

実績燃料使用量

（ℓ）

燃費

（㎞/ℓ）

中型 １号車 19,400 5,120 3.78

別紙1-4



 

 

様式第１７【別紙２】 【記載例】中型車両１台増車の場合 

 

廃棄物収集運搬車の低燃費化事業経費内訳     ※記載金額は、実際の数値とは異なります。 

①総事業費 ②寄付金その他の収入 ③差引額（①－②） 

先進環境対応型ディーゼルトラックの

購入価格（オプション装備品※２を含

む）を記載する。 

１６,２５０,０００円 

先進環境対応型ディーゼルトラックの

購入に当たり寄付等を受けた場合は、

その額を記載する。 

 

０円 

 

 

 

 

１６,２５０,０００円 

④補助対象経費支出予定額 

（補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両の価格との差額（下記アからイを

差し引いた金額） 

（注：複数台の場合は別紙に積算内訳を記載し、添付すること） 

 

１,８７９,５９２円 

ア．先進環境対応型ディーゼルトラック本体価格（補助対象車両） 

先進環境対応型ディーゼルトラックの購入価格（標準装備※２を含む）を記載す

る。 

 

１６,２５０,０００円 

イ．補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両の価格（※） 

（※）公募要領P２２の※に基づき別紙２－２の価格計算内訳書を用いて算出す

る。 

 

１４,３７０,４０８円 

⑤基準額 １,４００,０００円 

 中型（注２）1,400,000円 ×    １台＝      １,４００,０００円 

 

 

⑥選定額-（④と⑤の少ない方の金額） 
 

１,４００,０００円 

⑦補助基本額（③と⑥の少ない方の金額を記載） １,４００,０００円 

⑧補助金所要額（⑦×1/3）   （千円未満切り捨て） ４６６,０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

補助対象経費支出予定額内訳 

経費区分・費目 金額（円） 積算内訳（円） 

④の欄の積算内訳を記載する。 

 

  

ア 先進環境対応型ディーゼルト

ラック 

 

16,250,000円 

     

 

１．中型（金額は１円単位で記載する） 

（１０トン）１６,２５０,０００円 

※車両購入時の見積書・請求書・支払いを証する書類

（領収書等）による金額を記載する。       

 

イ 補助対象車両と同等の運搬能

力を有する車両の価格 

 

14,370,408円 

 

１．中型（金額は１円単位で記載する） 

（１０トン）１４,３７０,４０８円    

※代替車両がない例：平成21年に車両を購入したも

のと仮定し、ディーラーなどからの「価格証明書」を

入手し、消費者物価指数を乗じて算出した額を記載す

る。 

（積算根拠は別紙２－２のとおり） 

合計（ア－イ） 1,879,592円  

購入予定の主な財産の内訳（一品、一組又は一式の価格が50万円以上のもの）（内訳は別紙でも可） 

名称 仕様 数量 単価（円） 金額（円） 購入時期 

（メーカー・通称を記載

する。） 

〇〇レンジー 

 

 

（型式・車体総重量を記

載する。） 

TKG-GC7××× 

（１０ｔ） 

 

 

 

１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16,250,000円 

 

 

 

 

16,250,000円 

 

 

 

 

平成２８年１２月 

※自動車検査証に

記載されている登

録年月を記載する 

 

注１： 「大型」とは、ベース車両の車両総重量が１２トン超のものをいう。 

注２： 「中型」とは、ベース車両の車両総重量が７．５トン超１２トン以下のものをいう。 

注３： 「小型」とは、ベース車両の車両総重量が３．５トン超７．５トン以下のものをいう。 

注４： 本内訳に、見積書又は計算書等を添付する。 

注５： 消費税は原則除く。 

※ 「補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両の価格」は、以下により算出してください。 

 １．代替とした補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両がある場合 

① 代替とした補助対象車両と同等の運搬能力の車両の購入当時の領収書等の額（ただし、領収書

若しくはその他の資料（例えば代替車両の自動車検査証等）により、代替車両が補助対象車両と

同等の運搬能力であることを証明していただく必要があります。）に消費者物価指数（下記抜粋



 

 

の表を参照）を乗じて現時点の補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両の価格を算出して

ください。 

   ≪１．の①の場合の計算式≫ 

補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両の価格 = 代替とした補助対象車両と同等の運搬能力の車両の購

入当時の領収書等の額 × 平成２７年の消費者物価指数／代替車両の購入年の消費者物価指数 

 

② ①の領収書等がない場合は、代替とした補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両の購入

時の「価格証明書」を補助対象車両を購入したディーラー等から取得し、価格証明書の額に消費者

物価指数（下記抜粋の表を参照）を乗じて、現時点の補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両

の価格を算出してください。 

  ≪１．の②の場合の計算式≫ 

補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両の価格 = 代替とした補助対象車両と同等の運搬能力を有する車

両の購入時の「価格証明書」の額 × 平成２７年の消費者物価指数／代替車両の購入年の消費者物価指数 

 

  ２．代替とした補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両がない場合（増車の場合若しくは 

代替車両と車両総重量が異なる場合） 

 補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両を平成２１年に購入した場合の「価格証明書」

（FAQ問３－３を参照）を補助対象車両を購入したディーラー等から取得し、価格証明書の額

に消費者物価指数（下記抜粋の表を参照:100/98）を乗じて、現時点の補助対象車両と同等の運

搬能力を有する車両の価格を算出してください。 

≪２．の場合の計算式≫ 

補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両の価格 = 補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両の平成

２１年に購入した場合の「価格証明書」の額 × 100/98（消費者物価指数） 

【総務省統計局 消費者物価指数（自動車）抜粋】 

年 消費者物価指数 年 消費者物価指数 

2002（平成 14年） 98.8 2009（平成 21年） 98 

2003（平成 15年） 98.6 2010（平成 22年） 97.4 

2004（平成 16年） 98.2 2011（平成 23年） 97.3 

2005（平成 17年） 98.7 2012（平成 24年） 97.5 

2006（平成 18年） 98.6 2013（平成 25年） 97.1 

2007（平成 19年） 98.8 2014（平成 26年） 98.8 

2008（平成 20年） 98.8 2015（平成 27年） 100 

※２ オプション装備品について 

下記のオプション品については、原則、補助対象経費（標準装備品）に含めることを認めることとす

る。ただし、審査により、過大なオプション装備品と判断した場合には、補助対象外とする場合があり

ます。 

１．安全走行等に必要な装備品 

２．環境保全（燃費改善に資する等）に必要な装備品 

３．廃棄物収集運搬に必要な装備品 



平成２８年度低炭素型廃棄物処理支援事業補助金（廃棄物収集運搬車の低燃費化事業）

【別紙２経費内訳の④のイ欄】
No.1

代替車両がない場合（Ｂ）
（代替車両が補助対象車両と異な

る運搬能力の場合を含む）

代替車両の
購入時の価格（a）

代替車の購入年
平成２１年購入時の

価格（ｂ）

１号車

２号車

３号車

４号車

５号車

１号車

２号車

３号車 4.5t 14,083,000 98 14,370,408

４号車

５号車

１号車

２号車

３号車

４号車

５号車

【記載例】中型車両1台増車の場合

価格計算内訳書（補助対象車両と同等な運搬能力を有する車両の価格) （応募申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　）

補助対象車両の
運搬能力

代替車両が補助対象車両と
同等の運搬能力の場合（Ａ）

別紙２－２

小型

（ａ）の根拠資料として、購入時の価格の証明書類として、代替車両の購入時の領収書等を添付すること。この場合、代替車両の運搬能力を証明する書類（領収書に運搬能力の記載があれば領
収書、記載がない場合は自動車検査証書等）を併せて添付すること。
　　代替車両の運搬能力を証明する書類がない場合には、代替とした補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両の購入時の「価格証明書」をディーラー等から取得し、添付すること。

（ｂ）代替車両がない場合は、補助対象車両と同等の運搬能力を有する車両を平成２１年に購入した車両とし、その「価格証明書」を補助対象車両を購入したディーラー等から取得し、添付するこ
と。

購入年の消費者
物価指数（Ｃ）

補助対象車両と
同等の運搬能力を
有する車両の価格

大型

中型


